
代表取締役社長 田代 達生

日本銀行 金融高度化センター地域活性化ワークショップ #9

(2025/8/29)

「 公 益 を 民 が 担 う 」 社 会 に む け て

まちづくりは財源開発から
ファンドレイジング

まちづくりは財源開発から

ー地域活性化に向けた当社の取組み―

ファンドレイジング



田代 達生（たしろ たつお） 自己紹介

◆略歴
1976年生、岐阜県岐阜市出身
1995 東海高校卒
1999 京都大学文学部卒
1999 十六銀行入行 支店・本部勤務
2005 中小企業診断士登録
2016年度 中部経済産業局企画課 地域経済分析システム

（RESAS）普及活用支援調査員
2017 名古屋大学経済学研究科修士課程修了
2017/9 十六総合研究所 主任研究員 飛騨国サテライト

岐阜県飛騨地方をフィールドに、人口減少下における
ローカル経済を研究

2020/3 提言書『これからの地方を動かすメカニズム』発刊
2022/3 提言書『「女子」に選ばれる地方』発刊
2022/4 十六フィナンシャルグループのまちづくり会社

カンダまちおこし株式会社設立 代表取締役社長に就任
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会社概要

2

カンダまちおこし株式会社は “寄附の仲介” を専門領域とし、

まちづくり財源開発に特化して取り組んでいます。

応援的財源を創出し、自治体と民間の連携をつなぐ架け橋となります。

社名
代表者
開業
設立形態
資本金
株主
社員

十六FG 10番目の子会社“まちづくり会社”。
地方創生・地域活性化に資する、金融以外の事業を営むため

銀行業高度化等会社（他業認可）としての許認可を得て

設立しました。

カンダまちおこし株式会社
代表取締役社長 田代達生
2022年4月1日
他業銀行業高度化等会社
8,000万円
十六フィナンシャルグループ 100%
常勤 5名（取締役１名、正社員4名 ※1名育休中）



ミッション、ビジョン
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MISSION

地域資源を使って稼ぐ力を高め、

稼いだマネーが域内を循環し、

連続的に地域課題を解決していく仕組み。

経済のないところに持続可能性はありません。

当社はいろんな地方の当事者となり

各地が自走できる経済をおこします。

経済をおこす

ローカルにまわる

VISION

未来の持続可能な社会のあり方は、

中央から与えられるものではなく、

分散した地方から創り出されるべきものです。

地方がおもしろくなるクリエイティブな

社会デザインをおこし、

地方に引力をとりもどします。

引力をおこす

地方がおもしろくなる



当社の事業展開
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地方自治体と民間の事業者が連携し、外部財源を活用しながら地域の

再生を図る施設設備やインフラ整備等のプロジェクトについて、スキー

ム立案から資金調達まで一貫したコンサルティングとサポートを提供す

るサービスです。

岐阜県・愛知県の地域資源を使って稼ぐ力を高め、稼いだマネーが地域内を循環し、連続的に

地域課題を解決していくためのクラウドファンディングプラットフォームです。

「企業版ふるさと納税」を通じた、地域との新たな関わり方を提案いたします。

岐阜に特化したふるさと納税ポータルサイト。

地域にマネーが最大限とどまる、ふるさと納税の本来の趣旨に沿う【地産ポータル】です。

財 源 開 発 ア ド バ イ ザ リ ー

PRID ES
観 光 地 域 づ く り コ ン サ ル テ ィ ン グ

ク ラ ウ ド フ ァ ン デ ィ ン グ ポ ー タ ル

OC OS

企 業 版 ふ る さ と 納 税 マ ッ チ ン グ

C oLoRs ・ I T E M s

岐 阜 ふ る さ と 納 税 ポ ー タ ル

ぎふち ょく

まちづくり

財源開発コンサルティング

まちづくり

財源開発ソリューション

Fundraising  Consulting

Fundraising  Solutions



当社の設立３年間の財源開発実績

5

21 39 6414
65

223

36

198

2022年度 2023年度 2024年度

35百万円

104百万円

５２１百万円

※OCOS, CoLoRs, ITEMsは寄付総額全額、
ぎふちょくはふるさと納税による寄附総額の40%を
実績として表示

企 業 版 ふ る さ と 納 税 マ ッ チ ン グ

C oLoRs ・ I T E M s

ク ラ ウ ド

フ ァ ン デ ィ ン グ

OC OS

岐 阜 ふ る さ と 納 税 ポ ー タ ル

ぎふち ょく
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ローカルクラウドファンディング「OCOS」（オコス） www.oco-s.jp

➢岐阜・愛知を伸ばす
ビジネスの芽を興す。

➢まちを輝かせる創業者たちの
事業に火を熾す。

➢社会を変える連続的な
課題解決の波を起こす。



アクティブプロジェクト数 （単位：件）
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2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q

2022 2023 2024 2025

2022年度

16PJ

2023年度

４３PJ

2024年度

41PJ

運営開始からの累計104PJ

2025年度

4PJ



支援総額
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1,953 

8,760 
9,851 

5,333 

10,556 

7,617 

15,216 

13,204 

28,572

4,710

17,508 

6,072 

2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q

2022 2023 2024 2025

2022年度

２０．６百万円

2023年度

38.7百万円

2024年度

63.9百万円

運営開始からの累計129.3百万円

2025年度

6.0百万

円



CoLoRs
Company Local Relationship ーカラーズー

企業版ふるさと納税を活用して、企業(Company)と地方
(Local)の関係性(Relationship)を構築し、企業と地方双方
の持続的な発展と課題解決を支援する寄附プロクラ゙ムてず。

地方公共団体の地方創生プロシェ゙クトに寄付をする上で、寄付企業と寄付先の
自治体との地縁やゆかりを可視化し、企業が寄付する意味を付与しています。支
店インフラを活用して寄附候補企業を探索し、寄附企業に対する制度の紹介・案
内などを行っています。

企業版ふるさと納税

市 町 村 か ら 企 業 に ア プ ロ ー チ す る

「 逆 指 名 型 」 の プ ラ ッ ト フ ォ ー ム

企業

当社

自治体

社会やSDGsに貢献したい
地域と関係を深めたい

企業版ふるさと納税を活用し、
地域課題解決を進めたい

ふるさと納税支援事業

https://www.kanmachi.co.jp/colors/

https://www.kanmachi.co.jp/colors/


企業版ふるさと納税

実績（2025年7月末日現在）

寄附件数 寄附額

213
件

378
百万円

契約自治体

52
自治体

感謝状贈呈式（例）

企業版ふるさと納税とは

企業版ふるさと納税とは、地方公共団体の地方創生プロシェ゙

クトに対して企業か寄゙附をおこなった場合に、法人税から税額

控除する仕組みてず。つまり、企業はこの仕組みを利用して地

方に直接貢献する新しいマネーの流れを生み出し、地域の持続

的な発展と課題解決を支援できます。

岐阜県 下呂市



寄附仲介額
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13,900 

4,800 

16,600 
21,300 22,700 21,970 

29,350

26,500

146,050

22,300 

1,900

33,235

4,224 

4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q

2022 2023 2024 2025

グラフタイトル

CoLoRs（金銭寄附）

ITEMs（物品寄附）

2022年度

13.9百万円

2023年度

65.4百万円

2024年度

259.0百万円

運営開始からの累計 364.8百万円

2025年度

26.5百万円



なぜ

「まちづくりは財源開発から」

なのか？
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「まちづくり会社」として、これまでにいただいた「期待の表明」（列挙）
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・イベント

・店を誘致

・不動産開発

・再開発

・観光誘客

・PR

・商店街を盛り上げる

・柳ケ瀬を昔のように

・伝統芸能の復興

・まちを盛り上げる



「まちづくり」にはトレンド・セオリーがある（私なりの整理です；認識には個人差あり）
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1980-1995「地域開発」「リゾート開発」

1995-2005「商店街活性化」

2000-2015「イベント」「再開発」

2013～ 「エリアリノベーション」

2015～ 「観光まちづくり(DMO)」

2018～ 「公園」「図書館」

「子育て世代向け環境整備」

2020～ 「コンパクトシティ」

2022～ 「ウォーカブル」

2024～ 「シビックプライド／地域アイデンティティ」



まちづくりには投資が必要、すなわち財源が必要
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人の往来の多さや賑わい（混雑度）を

目的関数とする視点は後退し、

地域の魅力やアイデンティティを掘り下げ

まちの意味を再構築する視点を重視する

「まちづくりセオリー」は確立しつつある。

最近のセオリーはまちへの戦略的投資を

必要とするものが多くなっている。
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まちづくりは、財源開発から。

どれか一つが欠けても、
全体はうまく育ちません。

なかでも最大のつまづきと
なりやすいのが

財源。
私たちは、
金利も配当も返済も必要としない、
従来の金融にとらわれない、
はじめの一歩を応援する“新しい初期財源” の
かたちを提案しています。

まちづくりは、
人材、財源、組織、計画の4つの要素を
連動させて大きく育てる
四面体のようなもの。

ファンドレイジング



まちづくり財源開発 手法の広がり
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■まちづくり・ソーシャル領域の資金源

合同会社めぐる 木村 真樹氏の資料による
（出所）日本政策金融公庫「ソーシャルビジネス・トピックス」
https://www.jfc.go.jp/n/finance/social/tokushuu25.html

行政に
頼る

自力で
開発する



まちづくり財源開発 手法の広がり
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■まちづくり・ソーシャル領域の資金源

行政に
頼る

自力で
開発する

公民連携で
ともに創る

企業版
ふるさと

納税

CF型
ふるさと

納税

法定外税
/協力金

等

クラウドファンディング・ふるさと納税とも
「寄付」に属する新しいテクノロジー／制度であり、

手法としての拡大余地が十分にある

クラウド
ファン

ディング



わたしたちの考える「まちづくり」
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第３の金融「寄付」の仲介業として、全国初の事業化を目指す！

負債性
Debt Finance

資本性
Equity Finance

融資

633兆円

（ストック）

投資

466兆円

（ストック）

寄付

当 社 の
事 業 領 域

応援的
Grant-like

実利的
Pragmatic

２兆円（フロー）
（注）融資と投資は2024年12月のデータ、寄付は2020年のデータ
（出所）日本銀行「貸出・預金動向」、日本ファンドレイジング協会『寄附白書2021』



応援的財源 それぞれの手法
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（購入型）クラウドファンディング 日本における
市場規模 約400億円

支援者 事業者

共感した！
応援したい！

私たちの事業を
応援してほしい！支援金

プロジェクト
掲載

クラウドファンディング
サービス

特典・リターン

支援金



応援的財源 それぞれの手法
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企業版ふるさと納税

国

法人税

法人住民税

自治体

法人事業税

企業

税額控除

企業版ふるさと
納税制度を
利用して寄付

自治体

○○市
総合戦略

・A事業
・B事業
・C事業

地方公共団体が
地方版総合戦略
を制定

地方版総合戦略を基に
地方公共団体が
地域再生計画を作成

地域
再生
計画

地域再生計画の認定

内閣府

日本における
市場規模
(2023年度)

470億円



応援的財源 それぞれの手法
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ふるさと納税

応援したい
自治体

住民税の控除・所得税の還付

ふるさと納税で
寄付をする

日本における
市場規模
(2024年度)

1兆2700億円

自分の住んで
いる自治体

納税

返礼品・寄付金受領証明書が届く

寄付者



岐阜県の中心市街地・

（特に柳ケ瀬商店街）／

まちづくり会社の支援

23



岐阜市 柳ケ瀬商店街
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約500m×500m 中部地区最大の商店街 1970年代をピークに繁栄

国土地理院地図

柳ケ瀬

西柳ケ瀬
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岐阜市 柳ケ瀬商店街

2024年7月 柳ケ瀬商店街 県内唯一の百貨店「岐阜高島屋」閉店
（2024年8月 撮影）

写真提供：古田聖人氏（岐阜県笠松町長）
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岐阜高島屋閉店で大きな支援が集まり、柳ケ瀬商店街への共感が「見える化」

クラウドファンディングOCOS
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クラウドファンディングOCOS

商店街振興組合は細る会費収入のみに依存、CFでの資金調達による打開
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9/21 沼る！奥柳ケ瀬夜市 レトロピア岐阜DX「プレミアムツアー」
一人１万円の高額参加費、40人が１日で満席、商店街の財源に

クラウドファンディングOCOS その他
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西柳ケ瀬 スタープレイス柳ケ瀬商店街
某番組にて「日本全国シャッター商店街ランキング」

第１位と紹介
シャッター率84.6%



レトロピア岐阜
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写真提供：小林淳@atsushi.k.photography 

「きらめくバブルの置き土産 日本一のオーロラネオン」
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出典：ぎふ長良川めぐるツアーズ

「産業遺産ツアー」として一人数千円の参加費を徴収、一部が商店街の財源に
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2021年度 観光庁 地域連携DMO「NPO法人ORGAN」と連携、
観光庁補助金を活用し、地域全体に裨益する２億円超の面的な投資を実現

財源開発コンサルティング
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長良川鵜飼の高付加価値化

岐阜市：高級観覧船３隻の造船
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岐阜麦酒醸造

観光寺院待合所を

クラフトビール醸造所&試飲所に
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地域商社・小売「長良川デパート」

（NPO法人ORGAN）

3.5倍に増床 リニューアルオープン
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川原町旅館「十八楼」

長良川の景観を生かした

スイートルームの新設



柳ケ瀬商店街ビジョン策定（2022）
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▲長良川河畔ホテルパーク
テラス付きルームへの改装

鵜匠の宿すぎ山
寮を鵜舟造船場に改修▼

財源開発コンサルティング

2022年度 地域連携DMO「NPO法人ORGAN」と連携、
観光庁補助金を活用し、地域全体に裨益する1億円超の面的な投資を実現
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岐阜市 川原町「旧いとう旅館」 活用プロジェクト(2022)

財源開発コンサルティング
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都市再生推進法人(株)岐阜まち家守との連携による
リノベーションプロジェクト「裏参道モール」オープン

財源開発コンサルティング



企業版ふるさと納税等を利用した

まちづくり財源開発の

事例
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企業版ふるさと納税マッチングCoLoRs 岐阜ふるさと納税ぎふちょく

「白川村の蔵」 2024/10/1記者発表

企業版ふるさと納税・クラウドファンディング型

ふるさと納税による財源開発を開始
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「白川村の蔵」

世界遺産白川郷に「新しい村社会」をつくる総額13億円の酒蔵開発プロジェクト

CF型ふるさと納税、企業版ふるさと納税等、当社が持つすべてのソリューションを投入

企業版ふるさと納税マッチングCoLoRs 岐阜ふるさと納税ぎふちょく
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企業版ふるさと納税マッチングCoLoRs

・名古屋営業部取引先の「太平製作所」（木工機械製造、東証スタンダード上場）が白川村に

１億円の寄附を決定するなど、１０社から計1億2,３00万円の大口寄附が成立

・企業版ふるさと納税を単なる寄附で終わらせず、公民連携による共通価値の創出（ＣＳＶ）

に発展させる提案を行う（例：白川村に「企業の森」を開発する、等）

・融資・投資に続く、第３の金融「寄付」の仲介業の可能性を拓く
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岐阜ふるさと納税ぎふちょく

・第一弾の白川村酒蔵プロジェクトには、10月からの３か月間で４億円のふるさと納税が集まる

・12/31の日経１面特集でも本プロジェクトが紹介される

・クラウドファンディングとふるさと納税が融合する世界を目指す
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企業版ふるさと納税 物品寄附ITEMs

名古屋駅前支店取引先の航空部品メーカー、メイラ㈱が、
普通工業高校で全国唯一、航空機械工学科を設置している岐阜工業高校の

実習用CAD／CAMシステムを、企業版ふるさと納税の物品寄附で
2025年３月に寄附（金額換算で１,９2０万円相当）
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